
令和３年度食品ロス削減に係る実施事業一覧

方向性 取組内容 部名 課名

事業名 事業概要 令和３年度事業実績

消費者等の
意識改革・
行動変容推
進

食品ロス削減
に係る消費者
教育・普及啓
発・広報の実
施　等

1 食品ロス削減対策推進事業
主催するイベント等で食品ロス削減対策に係る
周知広報を行う。

・県政テレビ(R3.10)、ラジオ広報(R3.10)、ホームページ
告知、県内店舗でのチラシ配布（R3.7,9,10,R4.2）、市町
村広報誌依頼（R3.10）、新聞掲載（R3.8）
・九州農政局でのパネル展示（R3.10）
・県庁地下パネル展示（R3.10）

環境生活部 消費生活課

2
消費者教育コーディネーター事
業

「食品ロス削減」の意義や重要性についての消
費者教育用資料を作成し、講座等での活用を推
進することにより、食品ロス削減の啓発に努め
る。

・高等学校等を訪問し、消費者教育に関する現状及びニー
ズを把握
・食品ロス削減教材作成
・エシカル消費に関する教材を作成し、県ホームページに
掲載

環境生活部 消費生活課

3 食品ロス削減対策推進事業 てまえどり に係る普及啓発 ・事業番号１に含む 環境生活部 消費生活課

4 食品ロス削減対策推進事業 消費、賞味期限に係る普及啓発 ・事業番号１に含む 環境生活部 消費生活課

5 食品ロス削減対策推進事業 ３分の１ルールに係る普及啓発 ・事業番号１に含む 環境生活部 消費生活課

6 県民ゼロカーボン行動促進事業
学校や地域への出前講座やイベントの開催を通
して、環境配慮型のライフスタイルの普及啓発
を実施

・家庭で実践していただきたい行動とそのCO2削減効果及び
経済的メリットを「見える化」した「くまもとゼロカーボ
ン行動ブック」を作成、配布
・地球温暖化対策をテーマに「くまもと環境出前講座を実
施（小中16校、1,073人）
・九州7県共通の環境アプリ「エコふぁみ」の運用を開始
し、省エネ・省資源など県民の地球温暖化防止対策への取
組みを支援。

環境生活部 環境立県推進課

7 地域における食育相談事業

乳幼児の望ましい食習慣形成と、保護者が食生
活に関する悩みや不安を相談する機会の充実の
ため、認定こども園、地域子育て支援拠点施設
及び幼稚園における食育活動や栄養相談等の取
組を推進する。

・県内の幼稚園、認定こども園及び地域子育て支援拠点を
対象に事業を実施
・6市町11施設において食育相談等を実施

健康福祉部 子ども未来課

8 ゼロ予算で実施

学校の教科等を通じて、環境の維持や持続可能
な社会を構築するために必要な食生活等の在り
方に関する教育活動を実施し、食品ロスの削減
に関する理解を深める。

・各学校の教科等で食生活等の在り方に関する教育活動を
実施

教育委員会 高校教育課

9
ごみゼロ県民運動推進事業
（うち食品廃棄物減量等啓発事
業）

飲食店での食品廃棄物削減を目的に、
・「くまもと食べきり運動」を熊本市と連携し
て実施
・九州各県と情報交換や啓発を連携し、九州食
べきり協力店の登録店舗数の拡大を図る。

・九州食べきり協力店への新規登録16店舗
・登録店舗への、ポスター及び卓上ポップの配布

環境生活部 循環社会推進課

10 食品ロス削減対策推進事業
食品ロス削減月間及び食品ロス削減の日に合わ
せ、県からのたよりやラジオ、新聞等での広
報・啓発を実施する。

・事業番号１に含む 環境生活部 消費生活課

事業
番号

令和３年度

資　料　５
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方向性 取組内容 部名 課名

事業名 事業概要 令和３年度事業実績

事業
番号

令和３年度

消費者等の
意識改革・
行動変容推
進

食品ロス削減
に係る消費者
教育・普及啓
発・広報の実
施　等

11 食品ロス削減月間（展示）

食品ロス削減月間の１０月に合わせ、「食品ロ
ス削減」や「食の安全」「食の大切さ」につい
ての資料を集め、県立図書館の第一閲覧室(一般
図書のコーナー）で展示し、食品ロス削減の啓
発につなげる。

食品ロス削減月間の１０月に合わせ、「食品ロス削減」や
「食の安全」「食の大切さ」についての資料を集め、県立
図書館の第一閲覧室(一般図書のコーナー）で展示した。

教育委員会 社会教育課

12 食品ロス削減対策推進事業
消費者庁が創設した「食品ロス削減推進大賞」
について、関係機関・関係団体へ周知し、応募
を呼び掛ける。

・県ホームページで告知を行った。
・市町村等に情報提供を行った。

環境生活部 消費生活課

3
(再)

食品ロス削減対策推進事業 てまえどり に係る普及啓発 ・事業番号１に含む 環境生活部 消費生活課

4
(再)

食品ロス削減対策推進事業 消費、賞味期限に係る普及啓発 ・事業番号１に含む 環境生活部 消費生活課

5
(再)

食品ロス削減対策推進事業 ３分の１ルールに係る普及啓発 ・事業番号１に含む 環境生活部 消費生活課

13
食品ロス削減に関する周知・啓
発

熊本県物産振興協会の会員に対し、食品ロス削
減に関する周知や普及・啓発を図る。

・熊本県物産振興協会を通して協会会員（食品関連事業
者）へ食品ロス削減に関する周知や普及啓発を実施。

観光戦略部
販路拡大ビジネ

ス課

14 ゼロ予算で実施
地産地消協力店(879店）に対し、食品関連事業
者が取組む啓発活動について周知する。

地産地消協力店に対し、食品関連事業者が取組む啓発活動
について周知を図った。

農林水産部
流通アグリビジ

ネス課

15 ゼロ予算で実施
農業・林業・水産の普及活動において、生産者
に対し、規格外品の発生防止の指導など食品ロ
ス削減に向けた普及啓発を行う。

農林業者に対する栽培指導及び漁協に対する加工指導を実
施し、規格外品の発生防止による食品ロスの削減を図っ
た。

農林水産部
農業技術課
森林整備課
水産振興課

9
(再)

ごみゼロ県民運動推進事業
（うち食品廃棄物減量等啓発事
業）

飲食店での食品廃棄物削減を目的に、
・「くまもと食べきり運動」を熊本市と連携し
て実施
・九州各県と情報交換や啓発を連携し、九州食
べきり協力店の登録店舗数の拡大を図る。

・九州食べきり協力店への新規登録16店舗
・登録店舗への、ポスター及び卓上ポップの配布

環境生活部 循環社会推進課

16 学校給食振興事業

・学校給食実施基準に基づいた適正な栄養管理
（給与栄養量を算出し、適切な給食を提供す
る。）
・県内の小中学校、県立学校（栄養教諭等在籍
の学校）を対象とした残食率調査の実施。（Ｒ
３．１１実施予定）

・学校給食実施基準に基づいた適正な栄養管理（給与栄養
量を算出し、適切な給食を提供する。）を研修会で周知し
た。
・県内の小中学校、県立学校（栄養教諭等在籍の学校）を
対象とした残食率調査の実施した。

教育委員会 体育保健課

17 ゼロ予算で実施

青少年教育施設において下記の取組を実施
①利用者数の把握による過剰発注（調理）の抑
制
②利用者の特性に応じたメニューの提供
③食事の仕方等に関する利用者に向けた周知の
徹底

・青少年教育施設において下記の取組を実施した。
①利用者数の把握による過剰発注（調理）の抑制
②利用者の特性に応じたメニューの提供
③食事の仕方等に関する利用者に向けた周知の徹底

教育委員会 社会教育課

事業者等と連
携した食品ロ
ス発生抑制等
に関する施策
の推進

発生抑制及
び有効活用
の取組推進
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方向性 取組内容 部名 課名

事業名 事業概要 令和３年度事業実績

事業
番号

令和３年度

19 右記の施策を実施
災害対応職員用備蓄食料の賞味期限が切れる前
に、食品ロス削減の観点から有効活用を行う。

各防災訓練（球磨村、水俣市、県総合防災訓練）におい
て、参加者へ配布を行うとともに、フードバンク熊本への
寄贈を行った。

知事公室 危機管理防災課

20 右記の施策を実施 災害救助備蓄食料の有効活用の実施
・フードバンク等へ提供するなど、有
効活用を行った。

健康福祉部 健康福祉政策課

21 子ども食堂等応援事業
子ども食堂の運営支援を行うコーディネーター
を配置し、食材の寄付等を希望する企業等と子
ども食堂とのマッチング支援に取り組む。

・マッチング支援：5件 健康福祉部
子ども家庭福祉

課

22 防災教育推進事業

県内公立学校や児童生徒等の自宅に備蓄されて
いる災害時用備蓄食料が、消費期限切れ等によ
り廃棄されることのないように、ローリングス
トック法等の周知及び災害時用備蓄食料ロスが
発生しないように啓発に努める。

５月から６月にかけて県内９会場で防災主任研修会を開催
し、講義の中でローリングストック法等の周知および備蓄
品等の食品ロスが発生しないよう啓発した。

教育委員会
学校安全・安心

推進課

23 食品ロス削減対策推進事業
食品ロスの削減に関する取組等について、消費
者（団体）等に対して調査を実施する。

・アンケート対象事業者250社を選定し、6月に食品ロス削
減意識調査を実施した。

環境生活部 消費生活課

24 食品ロス削減対策推進事業
熊本県食品ロス削減推進計画策定のための策定
会議、有識者会議の設置及び開催

・熊本県食品ロス削減推進計画策定会議（第1回10/13、第2
回2/1書面）、検討会（第1回5/24、第2回6/23、第3回
8/25、第4回12/22）開催
・有識者会議（第1回7/20、第2回11/4、第3回1/25)開催

環境生活部 消費生活課

食品ロス削減
に向けた情報
の収集・共有 25 食品ロス削減対策推進事業

国等から提供される先進的な取組の情報を収集
し、ＨＰなどで情報を提供する。

・随時情報収集し、情報提供を行った。 環境生活部 消費生活課

未利用食品の有効活用の推進

食品ロス削減に係る消費者教
育・普及啓発・広報の実施　等

事業者等と連携した食品ロス発
生抑制等に関する施策の推進

食品ロス削減対策推進事業 計画策定のための連携構築

県の役割(食ロス削減法）

②食品ロス削減月間

④教育・学習、普及・啓発

（⑥表彰 ⇒　④）

①食品廃棄物の発生の抑制等に関する施策における食品ロスの削減の推進

県計画に基づく各主体の連携し
た取組の推進

食品ロス削減に向けた情報の収
集・共有

発生抑制及
び有効活用
の取組推進

方向性

未利用食品の
有効活用の推
進

県民運動の機運醸成(連携推
進）

環境生活部 消費生活課18

消費者等の意識改革・行動変容
推進

発生抑制及び有効活用の取組推
進

取組内容

県民運動の
機運醸成
(連携推
進）

県計画に基づ
く各主体の連
携した取組の
推進

⑧先進的取組の情報収集・提供

⑤食品関連事業者等への支援(発生抑制）

⑤食品関連事業者等への支援(有効活用・再生利用）

⑨未利用食品等の活用支援

③熊本県食品ロス削減推進計画

（⑦実態調査、調査・研究の推進　⇒　③）

・熊本県食品ロス削減推進計画策定会議や有識者会議を通
じて連携の構築を行った。
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令和４年度食品ロス削減に係る実施事業一覧
方向性 取組内容 部名 課名

事業名 事業概要
令和４年度事業計画及び実施状況

（令和４年７月末時点）
令和４年度事業実績

1 食品ロス削減推進事業
主催するイベント等で、食品ロス削減対策に係る周
知広報を行う。

・食品ロス削減チラシを作成、熊本県消費者大会(11
月)、消費者教育の現場等の機会にチラシを配布して
呼びかける。

環境生活部 消費生活課

2 食品ロス削減推進事業
従来の消費者教育に食品ロス問題を加え、若者を対
象に、より効果的で、確実な教育を実施し、消費者
の意識改革・行動変容を推進する。

・食品ロス削減に関する教材を作成し、高校生等鵜
を対象とした出前講座を実施する。（9月～）

環境生活部 消費生活課

3 食品ロス削減推進事業

日常生活でできる食ロス削減の取組として、買い物
時に商品棚の手前から積極的に商品を選ぶ「てまえ
どり」を推進する。
【食品ロス削減アクション「てまえどり」推進】

・食品ロス削減月間(10月)を中心に、新聞、テレ
ビ、ﾌﾘｰﾍﾟｰﾊﾟｰ等で周知を図る

環境生活部 消費生活課

4 食品ロス削減推進事業

「くまもと食べきり運動」、小盛ﾒﾆｭｰ導入等食品ﾛｽ
の削減等に取り組む飲食店、宿泊施設、食料品小売
店等の「九州食べきり協力店」を周知し、利用や参
加を呼びかける。
【食品ロス削減アクション「食べきり運動」推進】

・食品ロス削減月間(10月)を中心に、新聞、テレ
ビ、ﾌﾘｰﾍﾟｰﾊﾟｰ等で周知を図る

環境生活部 消費生活課

5 食品ロス削減推進事業
消費者に向けて食品の消費・賞味期限表示に係る普
及啓発を行うことで、食品ロス削減を推進する。

・食品ロス削減月間(10月)を中心に、新聞、テレ
ビ、ﾌﾘｰﾍﾟｰﾊﾟｰ等で周知を図る

環境生活部 消費生活課

6 食品ロス削減推進事業
消費者、事業者に納品期限の緩和等商慣習見直しの
必要性に係る普及啓発を行うことで、食品ロス削減
を推進する。

・食品ロス削減月間(10月)を中心に、新聞、テレ
ビ、ﾌﾘｰﾍﾟｰﾊﾟｰ等で周知を図る

環境生活部 消費生活課

7
県民ゼロカーボン行動促
進事業

県民等のCO2排出削減に効果的な行動を促進する。
・「くまもとゼロカーボン行動ブック」を活用した
普及啓発、環境教育等を実施し、家庭での省エネ活
動等を促進する

環境生活部 環境立県推進課

8
地域における食育相談事
業

乳幼児の望ましい食習慣形成と、保護者が食生活に
関する悩みや不安を相談する機会の充実のため、認
定こども園、地域子育て支援拠点施設及び幼稚園に
おける食育活動や栄養相談等の取組を推進する。

・幼稚園、認定こども園及び地域子育て支援拠点を
対象に希望調査を実施。
・９市町１４施設を対象に実施予定。

健康福祉部 子ども未来課

9 食品ロス削減推進事業

学校の教科等を通じて、環境の維持や持続可能な社
会を構築するために必要な食生活等の在り方に関す
る教育活動を実施し、食品ロスの削減に関する理解
を深める。

・各学校の教科等で食生活等の在り方に関する教育
活動を実施
・食品ロスに関する情報を各校へ周知

教育委員会 高校教育課

10

ごみゼロ県民運動推進事
業
（うち食品廃棄物減量等
啓発事業）

飲食店での食品廃棄物削減を目的に、
・「くまもと食べきり運動」を市町村と連携して実
施
・九州各県と情報交換や啓発を連携し、九州食べき
り協力店の登録店舗数の拡大を図る。

・食べきり協力店への登録店舗数拡大のため啓発物
等を作成し、飲食店への周知を図る。

環境生活部 循環社会推進課

11 食品ロス削減推進事業
食品ロス削減月間及び食品ロス削減の日に合わせ、
県からのたよりやラジオ、新聞等での広報・啓発を
実施する。

・食品ロス削減月間(10月)を中心に、新聞、テレ
ビ、ﾌﾘｰﾍﾟｰﾊﾟｰ等で周知を図る

環境生活部 消費生活課

事業
番号

消費者等の
意識改革・
行動変容推
進

食品ロス削減
に係る消費者
教育・普及啓
発・広報の実
施　等

令和４年度

4



方向性 取組内容 部名 課名

事業名 事業概要
令和４年度事業計画及び実施状況

（令和４年７月末時点）
令和４年度事業実績

事業
番号

令和４年度

12
食品ロス削減月間（展
示）

食品ロス削減月間の１０月に合わせ、「食品ロス削
減」や「食の安全」「食の大切さ」についての資料
を集め、県立図書館の第一閲覧室(一般図書のコー
ナー）で展示し、食品ロス削減の啓発につなげる。

・食品ロス削減月間の１０月に合わせ、「食品ロス
削減」や「食の安全」「食の大切さ」についての資
料を集め、県立図書館の第一閲覧室(一般図書のコー
ナー）で展示し、食品ロス削減の啓発につなげる。

教育委員会 社会教育課

13 食品ロス削減推進事業
消費者庁が創設した「食品ロス削減推進大賞」につ
いて、関係機関・関係団体へ周知し、応募を呼び掛
ける。

・募集通知(7月)について、市町村、庁内関係課、関
係団体等へ周知を行った。

環境生活部 消費生活課

3
(再)

食品ロス削減推進事業

日常生活でできる食ロス削減の取組として、買い物
時に商品棚の手前から積極的に商品を選ぶ「てまえ
どり」を推進する。
【食品ロス削減アクション「てまえどり」推進】

・食品ロス削減月間(10月)を中心に、新聞、テレ
ビ、ﾌﾘｰﾍﾟｰﾊﾟｰ等で周知を図る

環境生活部 消費生活課

4
(再)

食品ロス削減推進事業

「くまもと食べきり運動」、小盛ﾒﾆｭｰ導入等食品ﾛｽの削
減等に取り組む飲食店、宿泊施設、食料品小売店等の
「九州食べきり協力店」を周知し、利用や参加を呼びか
ける。
【食品ロス削減アクション「食べきり運動」推進】

・食品ロス削減月間(10月)を中心に、新聞、テレ
ビ、ﾌﾘｰﾍﾟｰﾊﾟｰ等で周知を図る

環境生活部 消費生活課

5
(再)

食品ロス削減推進事業
消費者に向けて食品の消費・賞味期限表示に係る普
及啓発を行うことで、食品ロス削減を推進する。

・食品ロス削減月間(10月)を中心に、新聞、テレ
ビ、ﾌﾘｰﾍﾟｰﾊﾟｰ等で周知を図る

環境生活部 消費生活課

6
(再)

食品ロス削減推進事業
消費者、事業者に納品期限の緩和等商慣習見直しの
必要性に係る普及啓発を行うことで、食品ロス削減
を推進する。

・食品ロス削減月間(10月)を中心に、新聞、テレ
ビ、ﾌﾘｰﾍﾟｰﾊﾟｰ等で周知を図る

環境生活部 消費生活課

14
食品ロス削減に関する周
知・啓発

熊本県物産振興協会の会員に対し、食品ロス削減に
関する周知や普及・啓発を図る。

・熊本県物産振興協会を通して協会会員（食品関連
事業者）へ食品ロス削減に関する周知や普及啓発を
実施。

観光戦略部
販路拡大ビジネ

ス課

15 ゼロ予算で実施
地産地消協力店に対し、食品関連事業者が取組む啓
発活動について周知する。

本年度から開設予定のSNSを活用し、地産地消協力店
舗における食品ロス削減への取組みについて周知を
行う。

農林水産部
流通アグリビジ

ネス課

16 ゼロ予算で実施
農業・林業・水産の普及活動において、生産者に対
し、規格外品の発生防止の指導など食品ロス削減に
向けた普及啓発を行う。

農林業者に対する栽培指導及び漁協に対する加工指
導を定期的に実施し、規格外品の発生防止による食
品ロスの削減を図る。

農林水産部
農業技術課
森林整備課
水産振興課

10
(再)

ごみゼロ県民運動推進事
業
（うち食品廃棄物減量等
啓発事業）

飲食店での食品廃棄物削減を目的に、
・「くまもと食べきり運動」を市町村と連携して実施
・九州各県と情報交換や啓発を連携し、九州食べきり協
力店の登録店舗数の拡大を図る。

・食べきり協力店への登録店舗数拡大のため啓発物
等を作成し、飲食店への周知を図る。

環境生活部 循環社会推進課

17 学校給食振興事業

食育担当者会（食育担当者及び栄養教諭・学校栄養
職員を対象にした講習会）の実施により、児童生徒
に食事の重要性や食品を選択する力等の資質・能力
の育成に努める。また、健康教育推進調査により、
学校給食の残食率を把握し食育推進につなげる。

・学校給食実施基準に基づいた適正な栄養管理（給
与栄養量を算出し、適切な給食を提供する。）
・県内の小中学校、県立学校（栄養教諭等在籍の学
校）を対象とした残食率調査の実施(R4.11実施予
定）。

教育委員会 体育保健課

18 ゼロ予算で実施

青少年教育施設において下記の取組を実施
①利用者数の把握による過剰発注（調理）の抑制
②利用者の特性に応じたメニューの提供
③食事の仕方等に関する利用者に向けた周知の徹底

・青少年教育施設において下記の取組を実施
①利用者数の把握による過剰発注（調理）の抑制
②利用者の特性に応じたメニューの提供
③食事の仕方等に関する利用者に向けた周知の徹底

教育委員会 社会教育課

消費者等の
意識改革・
行動変容推
進

食品ロス削減
に係る消費者
教育・普及啓
発・広報の実
施　等

発生抑制及
び有効活用
の取組推進

事業者等と連
携した食品ロ
ス発生抑制等
に関する施策
の推進
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方向性 取組内容 部名 課名

事業名 事業概要
令和４年度事業計画及び実施状況

（令和４年７月末時点）
令和４年度事業実績

事業
番号

令和４年度

19 食品ロス削減推進事業
ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ等を活用して食品を必要とする支援団体等
の情報提供を行う。

・食品ロス削減ページを公開し、随時情報収集及び
情報提供をしている。

環境生活部 消費生活課

20 食品ロス削減推進事業

県内企業に呼びかけ、従業員等の家庭で眠っている
食品を集め、地域の福祉団体等に提供する取組を推
進する。
【食品ロス削減アクション「フードドライブ」活動
推進】

・8～9月に事業所を募集し、10月初旬に事業所参加
のフードドライブを実施した。65事業所が参加し、
約1.6トンの食品を集めて子ども食堂に配布した。

環境生活部 消費生活課

21 右記の施策を実施
災害対応職員用備蓄食料の賞味期限が切れる前に、
食品ロスの観点から有効活用を行う。
※ゼロ予算で実施

・8月に災害備蓄用水をフードバンク　　熊本に寄贈
した。

知事公室 危機管理防災課

22 右記の施策を実施 災害救助備蓄食料の有効活用の実施
・災害救助に使用される前に期限が到
来するものについては、有効活用を行
う予定。

健康福祉部 健康福祉政策課

23 子ども食堂等応援事業
子ども食堂の運営支援を行うコーディネーターを配
置し、食材の寄付等を希望する企業等と子ども食堂
とのマッチング支援に取り組む。

・支援者とのマッチング：7件（R4.8月時点）※マッ
チング支援は随時対応

健康福祉部
子ども家庭福祉

課

24 防災教育推進事業

県内公立学校や児童生徒等の自宅に備蓄されている
災害時用備蓄食料が、消費期限切れ等により廃棄さ
れることのないように、ローリングストック法等の
周知及び災害時用備蓄食料ロスが発生しないように
啓発に努める。

５月から６月にかけて県内９会場で防災主任研修会
を開催し、講義の中でローリングストック法等の周
知および備蓄品等の食品ロスが発生しないよう啓発
した。

教育委員会
学校安全・安心

推進課

県民運動の
機運醸成
(連携推
進）

県計画に基づ
く各主体の連
携した取組の
推進

25 食品ロス削減推進事業

消費者からﾓﾆﾀｰを募り、食品ﾛｽ発生要因等の現状を
調査し、事業者等にﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸして食品ロス削減の取
組を支援する。
【食品ロス削減アクション「食ロスチェック」実施】

・10～11月にモニターを募集し、12～1月に食ロス
チェックを実施する予定。

環境生活部 消費生活課

26 食品ロス削減推進事業
各主体の連携を支援し、市町村の取組を推進し、計
画に係る事業の進捗管理等を行う。

・市町村説明会(5月)で、県計画説明、連携を呼びか
けた。
・消費生活審議会(11月予定)で、進捗等を報告する
予定。

環境生活部 消費生活課

食品ロス削減
に向けた情報
の収集・共有 27 食品ロス削減推進事業

食品ロス削減に係る国の動きや、先進的な取組等の
情報を収集し、共有する。

・随時情報収取を行い、ホームページ等で情報提供
を行う。

環境生活部 消費生活課

方向性

県計画に基づく各主体の連携した
取組の推進

食品ロス削減に向けた情報の収
集・共有

取組内容

消費者等の意識改革・行動
変容推進

食品ロス削減に係る消費者教育・
普及啓発・広報の実施　等

発生抑制及び有効活用の取
組推進

事業者等と連携した食品ロス発生
抑制等に関する施策の推進

未利用食品の有効活用の推進

県民運動の機運醸成(連携
推進）

⑤食品関連事業者等への支援(発生抑制）

県の役割(食ロス削減法）

⑨未利用食品等の活用支援

③熊本県食品ロス削減推進計画

（⑦実態調査、調査・研究の推進　⇒　③）

⑧先進的取組の情報収集・提供

②食品ロス削減月間

④教育・学習、普及・啓発

（⑥表彰 ⇒　④）

①食品廃棄物の発生の抑制等に関する施策における食品ロスの削減の推進

⑤食品関連事業者等への支援(有効活用・再生利用）

発生抑制及
び有効活用
の取組推進

未利用食品の
有効活用の推
進
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